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道内景気は、緩やかに持ち直しているが、一部に弱い動きがみられる。

生産活動は横ばい圏内で推移している。需要面をみると、個人消費は、大型小売店販売額

が前年を上回るなど、緩やかに持ち直している。住宅投資は、前年を上回っている。設備投

資は、持ち直し基調にあるものの、足元では着工床面積が前年を下回っている。公共投資

は、年度累計で前年を上回っている。観光は、新幹線開業等により来道客数が増加してい

る。輸出は、EUや北米向けなどが減少した。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は、低水準が続いている。消費者

物価は、前年を下回っている。

現状判断DI（北海道） 
先行き判断DI（北海道） 

現状判断DI（全国） 
先行き判断DI（全国） 

10
40

45

50

60

55

9876543228/1121127/10

１．景気の現状判断DI～３か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１０月の景気

の現状判断DI（北海道）は、前月を０．５ポイ

ント上回る４６．２となり、３か月ぶりに上昇し

た。また、横ばいを示す５０を１４か月連続で下

回った。

一方、景気の先行き判断DI（北海道）

は、前月を１．８ポイント上回る４６．４となっ

た。また、横ばいを示す５０を５か月連続で下

回った。

９月の鉱工業生産指数は９５．６（前月比

＋２．９％）と３か月ぶりに上昇。前年比（原

指数）では＋１．２％と１５か月ぶりに上昇し

た。

業種別では、前月に比べ、一般機械工業、

輸送機械工業など５業種が低下したが、鉄鋼

業、金属製品工業、食料品工業など１１業種が

上昇した。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月ぶりに増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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４．乗用車新車登録台数～２か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 

千人 ％ 

9876543228/112111027/9

500 

300 

200 

100 

0 -100 

100 

0 

200 

400 300 

400 

５．札幌ドーム来場者～２か月ぶりに増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

９月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋３．１％）は、２か月ぶりに前年

を上回った。

百貨店（前年比＋７．２％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品、その他のすべての品目

で前年を上回った。スーパー（同＋１．９％）

は、衣料品、身の回り品、その他の品目が前

年を下回ったが、飲食料品が前年を上回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比＋２．０％）

は、３６か月連続で前年を上回った。

９月の乗用車新車登録台数は、１５，７９３台

（前年比＋２．２％）と２か月連続で前年を上

回った。車種別では、小型車（同▲９．２％）、

軽乗用車（同▲０．３％）が減少したが、普通

車（同＋１６．６％）が増加した。

４～９月累計では、８６，９６６台（前年比

＋１．６％）と前年を上回っている。小型車

（同▲４．１％）、軽乗用車（同▲４．９％）は前年

を下回っているが、普通車（同＋１５．３％）が

前年を上回っている。

９月の札幌ドームへの来場者数は４６５千人

（前年比＋２３．９％）と２か月ぶりに前年を上

回った。内訳は、プロ野球が３８２千人（同

＋２７．１％）、プロサッカーが１２千人（同

▲４６．８％）、その他が７１千人（同＋３６．１％）

だった。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が

３４，７３３人（前年比＋２７．１％）、プロサッカー

が１１，９１４人（同＋６．３％）だった。

道内経済の動き
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６．住宅投資～２か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛） 

７．建築物着工床面積～３か月連続で減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円 

請負金額 前年比（右目盛） 

-80

-60

-40

-20

0

40

80

20

60

0

400

200

800

600

1,200

1,000

1,600

1,400

109876543228/1121127/10

８．公共投資～２か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

９月の新設住宅着工戸数は、３，４３３戸（前

年比＋１．３％）と２か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同▲０．６％）、分

譲（同▲２７．１％）が減少したが、貸家（同

＋９．４％）が増加した。

４～９月累計では、２１，４１３戸（前年比

＋８．８％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋４．６％）、貸家（同

＋１２．６％）、分譲（同＋０．５％）が、いずれも

増加している。

９月の民間非居住用建築物着工床面積は、

２１２，４６２㎡（前年比▲２．２％）と３か月連続で

前年を下回った。業種別では、製造業（同

＋５５．８％）が前年を上回ったが、非製造業

（同▲５．０％）が前年を下回った。

４～９月累計では、１，１６６，６３４㎡（前年比

＋３．７％）と前年を上回っている。業種別で

は、非製造業（同▲１．９％）は前年を下回っ

ているが、製造業（同＋８２．６％）が前年を上

回っている。

１０月の公共工事請負金額は、４２２億円（前

年比▲９．３％）と２か月連続で前年を下回っ

た。発注者別では、市町村（同＋８．４％）が

前年を上回ったが、国（同▲２４．１％）、北海

道（同▲５．９％）が前年を下回った。

４～１０月累計では、請負金額６，６２９億円

（前年比＋６．１％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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９．来道客数～２３か月連続で増加

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～４か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出は１１か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

９月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，３３２千人（前年比＋４．８％）と２３か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、フェ

リー（同▲１５．８％）が前年を下回ったが、航

空機（同＋２．４％）、JR（同＋６９．４％）が前

年を上回った。

４～９月累計では、７，３１１千人と前年を

７．０％上回っている。

９月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、９６，９６２人（前年比＋２０．２％）と４か月連

続で増加した。４～９月累計では、６１６，２９８

人（同＋１０．２％）と前年を上回っている。

空港・港湾別では、新千歳空港が７７，５７９人

（前年比＋２６．７％）、旭川空港が４，０７９人（同

▲４８．８％）、函館空港が８，３６０人（同▲１０．９％）

だった。

９月の道内貿易額は、輸出が前年比１９．０％

減の３２３億円、輸入が同１４．７％減の７８１億円

だった。

輸出は、鉄鋼や自動車の部分品などが減少

し、１１か月連続で前年を下回った。輸入は、

原油及び粗油や石炭などが減少し、１４か月連

続で前年を下回った。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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１２．雇用情勢～改善が続く

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は前年比横ばい

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）
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平成27年 
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１４．消費者物価指数～１８か月連続で前年を下回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

９月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は１．１０倍（前年比＋０．０９ポイント）と８０か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比８．０％増加し、２か

月連続で前年を上回った。業種別では、医

療・福祉（同＋８．１％）、宿泊業・飲食サービ

ス業（同＋２５．６％）、卸売業・小売業（同

＋９．２％）などが増加した。

１０月の企業倒産は、件数が２２件（前年比±

０．０％）、負債総額が２６億円（同▲０．８％）

だった。件数は前年比横ばい、負債総額は５

か月連続で前年を下回った。

業種別では、サービス・他が８件、卸売

業、小売業がそれぞれ４件などとなった。

９月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は９９．５（前月比＋０．２％）と３か月

ぶりに上昇した。前年比は▲０．７％と、１８か

月連続で前年を下回った。

生活関連重要商品等の価格について、９月

の動向をみると、食料品、日用雑貨等の価格

は、生鮮野菜で値上がりした品目があるもの

の、概ね安定して推移している。石油製品の

価格は、前月に比べやや値下がりしている。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０１６年１２月号

ｏ．２４５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2016.11.15 17.17.26  Page 5 



１．雇用の現状

・雇用人員判断DI（△５４「過剰企業」

－「不足企業」）は前年同期に比べ６ポ

イント低下した。人員が「不足」と回答

した企業は６０％となり、人手不足感がさ

らに強まっている。

２．今後の雇用方針と２９年度新規採用計画

・雇用方針DI（＋５０「人員を増員する」

－「人員を削減する」）は前年同期比７

ポイント上昇した。

・来年度（２９年度）の新規採用計画も

「採用する」企業が４７％と前年同期比３

ポイント上昇した。

・いずれも比較可能な平成１２年以降で最

も高い水準となっており、今後も人員確

保の動きが続く見込みである。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
雇用と賃金の現状について

回答期間
平成２８年８月中旬～９月中旬

本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「増員する企業の割合」－「減員する企業の割
合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４３５ １００．０％
札幌市 １７１ ３９．３ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９０ ２０．７
道 南 ４４ １０．１ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６１ １４．０ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６９ １５．９ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７１０ ４３５ ６１．３％
製 造 業 ２０５ １２２ ５９．５
食 料 品 ６９ ３９ ５６．５
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２０ ５７．１
鉄鋼・金属製品・機械 ６２ ３９ ６２．９
そ の 他 の 製 造 業 ３９ ２４ ６１．５
非 製 造 業 ５０５ ３１３ ６２．０
建 設 業 １３６ ９４ ６９．１
卸 売 業 １１１ ６５ ５８．６
小 売 業 ９３ ５１ ５４．８
運 輸 業 ５０ ３４ ６８．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １８ ５２．９
その他の非製造業 ８１ ５１ ６３．０

特別調査

人手不足感さらに強まる ６割の企業が人手不足
道内企業の雇用の現状等について

調 査 要 項
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（項 目） 要 点

�業種別の過不足感＜表１＞ 非製造業の不足感が強まる。特にホテル・旅館業（△９４）、建設業（△
７４）で大幅マイナス。

�地域別の過不足感＜表２＞ 札幌市（△５４）、道北（△６０）、道東（△５８）で人員不足感強まる。

�職種別の過不足感＜表３＞ 技能職（△５４）の不足が深刻。一般事務（△８）は８割の企業が適正と
した。

�情報機器の習熟者＜表４＞ ホテル・旅館業（△３３）を始め、全ての業種で雇用人員判断DIはマイ
ナス。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 過 剰 ６ １３ １４ － ２０ １３ ３ ２ ３ １２ － － ２

（か な り 過 剰） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（や や 過 剰） （６）（１３）（１４）（－）（２０）（１３）（３）（２）（３）（１２）（－）（－）（２）

� 適 正 で あ る ３４ ４１ ２５ ６５ ３４ ５３ ３２ ２２ ５３ ２９ ３２ ６ ３２

� 不 足 ６０ ４６ ６１ ３５ ４６ ３４ ６５ ７６ ４４ ５９ ６８ ９４ ６６

（や や 不 足） （５２）（４３）（５６）（３５）（４１）（３４）（５６）（６４）（４１）（５５）（４４）（８３）（５８）

（か な り 不 足） （８）（３）（５）（－）（５）（－）（９）（１２）（３）（４）（２４）（１１）（８）

雇用人員判断DI�－� △５４ △３３ △４７ △３５ △２６ △２１ △６２ △７４ △４１ △４７ △６８ △９４ △６４

前年同時期 雇用人員判断DI △４８ △４２ △５５ △４６ △２９ △３７ △５１ △６１ △１２ △５３ △６２ △７５ △６２

１．雇用の現状

〈表１〉業種別の過不足感

〈図１〉従業員の過不足感（雇用人員判断DI）

特別調査
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（単位：％）

（項 目） 札幌市 道 央 道 南 道 北 道 東
� 過 剰 ６ ８ ９ ５ １

（かなり過剰） （－） （－） （－） （－） （－）
（や や 過 剰） （６） （８） （９） （５） （１）
� 適正である ３４ ３２ ３９ ３０ ４０

� 不 足 ６０ ６０ ５２ ６５ ５９

（や や 不 足） （５３） （５６） （４５） （５７） （４６）
（かなり不足） （７） （４） （７） （８） （１３）
雇用人員判断DI�－� △５４ △５２ △４３ △６０ △５８

前年同時期 雇用人員判断DI △５１ △５３ △４８ △４２ △４２

（単位：％）

（項 目） 一般事務 営業販売職 技能職 その他
� 過 剰 ６ ４ ４ ５

（かなり過剰） （－）（０）（－） （－）
（や や 過 剰） （６）（４）（４）（５）
� 適正である ８０ ５５ ３８ ６９

� 不 足 １４ ４１ ５８ ２６

（や や 不 足） （１４）（３７）（４６）（２３）
（かなり不足） （－）（４）（１２）（３）
雇用人員判断DI�－� △８ △３７ △５４ △２１

前年同時期 雇用人員判断DI △７ △３５ △５６ △２０

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 過 剰 ０ － － － － － １ １ ２ － － － －

（か な り 過 剰） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）
（や や 過 剰） （０）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（１）（２）（－）（－）（－）（－）
� 適 正 で あ る ７５ ７４ ６７ ７４ ８５ ７１ ７３ ７４ ７５ ８０ ６８ ６７ ７２

� 不 足 ２５ ２６ ３３ ２６ １５ ２９ ２６ ２５ ２３ ２０ ３２ ３３ ２８

（や や 不 足） （２３）（２４）（３１）（１６）（１５）（２９）（２４）（２５）（２３）（１８）（３２）（２２）（２０）
（か な り 不 足） （２）（２）（２）（１０）（－）（－）（２）（－）（－）（２）（－）（１１）（８）
雇用人員判断DI�－� △２５ △２６ △３３ △２６ △１５ △２９ △２５ △２４ △２１ △２０ △３２ △３３ △２８

前年同時期 雇用人員判断DI △２４ △２４ △２７ △２４ △２０ △２６ △２４ △２０ △２８ △２８ △１７ △３７ △２３

〈表２〉地域別の過不足感 〈表３〉職種別の過不足感

〈図２〉職種別の雇用人員判断DI

〈表４〉情報機器の習熟者

特別調査
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（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�将来の人手不足への備え ６８ ５７ ７１ ２２ ６１ ５７ ７２ ８７ ５４ ５８ ７６ ６０ ７１
（７０）（６３）（４４）（８６）（７５）（６２）（７２）（７８）（５２）（６９）（７５）（１００）（６３）

�既存事業の拡大・強化 ４３ ４５ ２４ ７８ ３９ ７１ ４２ ３８ ６４ ３８ ３３ １０ ４８
（３６）（４１）（４４）（４３）（５０）（２３）（３４）（２６）（５６）（３９）（２５）（２３）（３７）

�売上増加傾向 ２１ ２９ ２９ ３３ ２８ ２９ １９ ３０ ７ ４ １４ ３０ １９
（２１）（３０）（４４）（５７）（２５） － （１９）（２０）（８）（１５）（２５）（３１）（１９）

�新規事業参入 ７ １０ ６ １１ １１ １４ ７ ３ １１ ８ １４ － ６
（５）（４）（－）（１４）（６）（－）（５）（７）（４）（－）（５）（－）（７）

�その他 １０ ７ ６ － ６ １５ １１ １１ １６ １２ ５ ８ １１
（１０）（７）（６）（－）（６）（１５）（１１）（１１）（１６）（１２）（５）（８）（１１）

（ ）内は前年調査

（項 目） 要 点

�今後の雇用方針 ＜表５＞ 建設業（＋６３）など５業種で上昇。人員増加の動きが続く。

�増員の理由と雇用形態＜表６－１＞
＜表６－２＞

理由は「将来の人手不足への備え」（６８％）、形態は「正社員」
（９３％）が多数。

�２９年度新規採用計画 ＜表７＞ ホテル・旅館業（６１％）など６業種で増加。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�人員を増加する ５３ ４２ ４４ ４５ ４６ ２９ ５７ ６５ ４４ ５１ ６２ ５６ ６２
（４６）（４１）（４３）（３２）（３９）（４８）（４７）（５５）（３３）（４４）（５４）（６５）（４４）

�現状維持とする ４４ ５２ ５３ ５５ ４４ ６３ ４１ ３３ ５６ ４１ ３８ ４４ ３８
（５１）（５７）（５５）（６３）（５９）（５２）（５１）（４０）（６６）（５３）（４６）（３５）（５５）

	人員を削減する ３ ６ ３ － １０ ８ ２ ２ － ８ － － －
（３）（２）（２）（５）（２）（－）（２）（５）（１）（３）（－）（－）（１）

雇用方針DI�－� ５０ ３６ ４１ ４５ ３６ ２１ ５５ ６３ ４４ ４３ ６２ ５６ ６２

前年同時期 雇用方針DI ４３ ３９ ４１ ２７ ３７ ４８ ４５ ５０ ３２ ４１ ５４ ６５ ４３
（ ）内は前年調査

２．今後の雇用方針と２９年度新規採用計画
（１）今後の雇用方針

〈表５〉今後の雇用方針

〈図３〉今後の雇用方針（雇用方針DI）

〈表６－１〉人員増員の理由（該当企業２２０社、複数回答）

特別調査
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（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�正社員 ９３ ８８ ６９ １００ ９４ １００ ９５ ９５ １００ ８７ １００ ９０ ９４
（９２）（８２）（５９）（８３）（１００）（９２）（９６）（１００）（１００）（９２）（１００）（７７）（９２）

�パート・アルバイト ３６ ４３ ７５ ２５ ２８ ２９ ３４ １３ ２６ ７０ ３５ ９０ ３５
（３６）（５５）（８８）（５０）（３６）（３３）（３０）（８）（１７）（５６）（３２）（７７）（３６）

�派遣社員 ９ １４ １９ １３ １１ １４ ７ １１ ４ － － １０ １０
（６）（４）（－）（－）（７）（８）（６）（８）（－）（４）（５）（１５）（８）

（ ）内は前年調査

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 採 用 す る ４７ ４０ ４４ ２６ ３９ ４６ ５１ ５７ ４３ ４９ ３２ ６１ ５７

（前年より多く採用）（１９）（１５）（１５）（１１）（１３）（２１）（２０）（２９）（１０）（１６）（１６）（２８）（２０）

（前年とほぼ同数）（２４）（２０）（１９）（１５）（２３）（２１）（２８）（２８）（２３）（３１）（１６）（３３）（３１）

（前年より少なく採用）（４）（５）（１０）（－）（３）（４）（３）（－）（１０）（２）（－）（－）（６）

� 採 用 し な い ２６ ２５ ２３ ３２ ２４ ２５ ２６ １５ ３８ ３３ ３２ １１ ２４

� 未 定 ２７ ３５ ３３ ４２ ３７ ２９ ２３ ２８ １９ １８ ３６ ２８ １９

前年同時期「採用する」 ４４ ４０ ４３ ２７ ３９ ４８ ４６ ５４ ３５ ４５ ３１ ５５ ５３

〈表６－２〉増員分の雇用形態（複数回答）

（２）２９年度新規採用計画

〈表７〉２９年度新規採用計画

〈図４〉２９年度の新規採用実施企業の割合

特別調査
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今回の調査では、人手不足感や来年度（２９年度）新規採用実施予定企業数の割合が、平成

１２年の調査以来過去最高の水準となりました。企業は人材確保や新規採用の動きを強めてい

ますが、「応募者が少ない」「採用しても定着率が悪い」など、人材確保に苦戦しています。

企業からは、人材確保には「労働環境の改善」「会社の特徴や魅力のPR」が重要との意見

が寄せられました。

以下で企業の生の声を紹介いたします。

【雇用全般に関する意見】

＜水産加工業＞ 賃上げによる人件費増加が

経営を圧迫している。しかし、それ以上に必

要な人員を確保できないことの方が大きな問

題である。

＜食料品製造業＞ 社員の定着率が悪い。根

本的に働き方、労働環境の改善が必要と考え

る。

＜金属製品製造業＞ 現状は人を増やすこと

よりも人材育成に力を入れたい。

＜金属製品製造業＞ 作業部門においては、

技術の継承が継続段階であり、人材の確保も

でき、人材の育成を強化している。

＜その他製造業＞ 大企業と比べ優秀な人材

の確保は困難で、かつ数回の面談では人材の

質の判断は難しく、その結果、採用しても定

着率は低くなっている。

＜印刷業＞ 社員の高齢化が進んでおり、若

手の人材を確保したいが、道内の給与水準で

はなかなか採用できない。給与以外で会社の

魅力を付けていくことが必要と考えている。

＜建設業＞ 募集は継続的に行っているが、

なかなか人材の確保が難しい状況。特に建築

技術者である重機オペレーターや現場代理人

の確保が難しくなっている。

＜建設業＞ 建設業界は慢性的に人手不足が

続いている。建設業界のイメージがあまり良

くないように思われている。労働環境を改善

していかなければならない。

＜建設業＞ ４０代後半から５０代が従業員の大

半を占めている。技術者の若手の担い手が不

足している。

＜運輸業＞ 慢性的にドライバー不足。地方

での人材確保はますます厳しくなっている。

＜小売業（事務用品販売店）＞ 専門職、営

業職が不足気味である一方で、販売員・事務

員はやや過剰気味。若い人員の確保は厳しく

なっているため、経験者の中途採用および人

事異動等で適正配置を行うことで対応してい

る。

＜ホテル業＞ 雇用しても短期間で辞めてし

まう人が多く、慢性的に人手不足の状況であ

る。

経営のポイント

人材確保のためには労働環境の改善等が重要
〈企業の生の声〉

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０１６年１２月号
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【採用に関する意見】

＜ホテル業＞ サービスに従事する人員がこ

の１～２年減少傾向（激減）にあり、ホテル

だけに限らず、飲食、サービス業における

サービスの質の低下が指摘されている。ま

た、外国人雇用の促進が謳われていても、入

管法上一部の業務（人文国際業務）において

しか在留が許可されないため実態の雇用は難

しく是正を望む。

＜ホテル業＞ 接客業に関わる業種で慢性的

に人手不足の状況が続いている。また、道内

では札幌を希望勤務地にする求職者が一極集

中しており、当社のような地方の中小企業は

人材確保に苦しい状況が続きそうである。

＜非製造業（建設コンサルタント）＞ 人員

不足により、優秀な人材の人件費が高騰して

いる。同業他社と同程度以上の賃金水準を確

保するために、賃金制度の見直しを行ってい

る。人件費分の費用対効果が表れるのは中長

期であるため、我慢強くモニタリングを続け

投資を続けていくほかないと考える。

＜製材業＞ 地方の中小企業が自らの特徴を

出して求人活動すべき。

＜コンクリート製品製造業＞ 毎年大卒の確

保が難しくなっている。地方の中小企業は同

じ悩みを持っているのではないかと思う。人

材確保に向けて多方面からアプローチを考え

ていきたい。

＜プラスチック製品製造業＞ 人材確保のた

め、自社をPRする方法、ツール等を学んで

いきたい。

＜建設業＞ 建設業界は慢性的に人手不足が

続いている。大学の専門学部も年々学生数が

減少している。来年度は女子技術者（新卒）

を採用予定です。

＜建設業＞ 技術職は募集をかけてもなかな

か応募がない。業界全体の業績が悪くないの

でこの状況が続くと予想している。

＜建設業＞ 将来を展望し、新卒ならびに中

途採用による若手人材の確保、育成を図って

いるが、本州大手等へ人材が流出し、なかな

か思うようにいかない。また、新卒者の定着

率が悪いのも悩みとなっている。即戦力とし

ては、人材派遣に一部頼っている状況であ

る。

＜建設業＞ 技術職員の採用が困難な状況に

ある。育成プログラムや達成評価等を充実さ

せ、新規採用を増やしたい。

＜土木工事業＞ 採用活動を行っているが、

ハローワークや各種情報誌からの申込者はほ

とんどない。これは、建設業のイメージの悪

さもあるが、当社の就労条件が主要因と考え

ている。就労条件を良くするために、現従業

員の待遇改善をしながら、現従業員からの紹

介による採用が現実的な対応を考えている。

＜電気工事業＞ 建設業は３K業種であり、

特に長時間労働の問題は大きい。ゼネコン業

界にて「土曜日閉所運動」など始めているの

で、更に進めてほしい。

経営のポイント

― １２ ―ほくよう調査レポート ２０１６年１２月号
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＜機械器具卸売業＞ 昨年度より合同説明会

の回数を増加させているが、学生の反応が鈍

い。特に理系の学生の集まりが非常に鈍く、

前年並みの採用を考えているが現段階では内

定者も少ない。

＜建材卸売業＞ 労働条件を改善しつつ、タ

イミングを見て若い人材を採用したいが、新

卒者を我慢強く育てるほど当社には余裕がな

い。やはり、中途採用の即戦力に頼ってしま

う。

＜酒類卸売業＞ 派遣やパートが集まりにく

くなっており、時給単価も上昇傾向にある。

今後のことを考えると、正社員確保や高齢者

等の活用を真剣に考える必要がある。

＜小売業（自動車販売店）＞ 技術専門職の

希望者不足により、優秀な人材の採用が難し

い。従業員の高齢化が進んでおり、今後の会

社維持存続に不安を感じている。

＜運輸業＞ 賃金改定、退職金共済制度等を

取り入れ、労働環境を改善して募集し人材を

確保していく。

＜運輸業＞ 労働時間の改善、短縮に努め、

人が集まるようにする。

＜運輸業＞ 新卒採用に関し、営業職は反応

が遅く例年苦慮している。技能系（ドライ

バー等）は、恒常的不足が続いている。今後

は、労務環境の整備や待遇改善を図り、人材

確保に努めたい。

＜廃棄物処理業＞ 現在は転職セミナー等に

参加して人員を確保しているが、目標人員に

は到達していない。一方新卒採用は大手や有

名企業に学生が集中したため苦戦している。

今年、昨年よりも採用活動が長期化してお

り、昨年８月には採用活動が終了していた

が、今年は１０月くらいまで続くことが予想さ

れる。

＜ソフトウェア開発業＞ ５年くらい前から

新卒（およびいわゆる第二新卒）の定期採用

を行っており、社員の教育・育成に力を置

き、将来活躍してもらえるよう構築してい

る。

経営のポイント

― １３ ― ほくよう調査レポート ２０１６年１２月号
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― １４ ―ほくよう調査レポート ２０１６年１２月号

図１

① 純収益（賃料収入等－管理コストなど）

③ 不動産（土地建物）価格
＝ ② 利回り

この関係を使って・・・

図２

① 純収益（賃料収入等－管理コストなど）

② 利回り
＝ ③ 不動産（土地建物）価格

≪ポイント≫

○ 不動産投資は純収益（賃料）・利回り・不動産価格（土地価格）の関係に着目

○ 収益の安定性等を評価した不動産取得需要の盛り上がりが、土地価格上昇に波及

○ 現在の状況が続けば、札幌中心部の土地価格水準は今後も堅調に推移する可能性が高い

１．はじめに

９月２０日に国土交通省から平成２８年の基準地価が発表され、全国の最新の地価動向が明らかに

なった。現在の低金利環境下において、資産等の運用手段のひとつとして相対的に利回りを確保

できることや良好な資金調達環境を背景に、全国的に不動産に対する投資需要は根強い。特に札

幌市では、オフィス床の供給不足や人口流入、観光需要等によってオフィスや賃貸マンション、

ホテル等への投資が過熱している。

では、不動産に対する投資が始まるとき、どのような指標に変化が現れ、投資が実行された結

果、不動産価格（土地価格）がどのように変化したのかを、札幌市中心部のオフィスエリアを例

として各種データで近年の推移を確認するとともに、今後の動向を考えてみたい。

２．不動産投資における不動産価格の考え方

不動産投資はその不動産の収益性に着目して行われることが主であるため、その収益性（収入

－費用＝純収益）から元本としての土地建物価格を求める。不動産鑑定では収益還元法と言われ

る手法を用いる。その考え方と算定方法を簡潔に示すと（図１）、（図２）の通りである。

経営のアドバイス

近年の札幌市中心部における
不動産投資・地価の推移とその背景

一般財団法人日本不動産研究所
北海道支社 横田 尚彦
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経営のアドバイス

― １５ ― ほくよう調査レポート ２０１６年１２月号

これから不動産を購入（投資）しようとする場合、購入金額は前記（図２）の式によって考え

る。購入検討時、この不動産を購入したい人が多数である場合、②の要求利回りの低下を受け入

れて（又は将来の純収益の向上を見込んで）、他の人よりも少しでも高い金額で購入するように

行動する。【不動産投資の過熱】

したがって、不動産投資を考えるとき、この①純収益（賃料収入－管理コストなど）、②利回

り、③不動産価格（土地建物）の３つの観点から把握することが必要となる。

今回は①については賃料水準、②については投資家が期待する投資採算性に基づく利回り（期

待利回り）、③については土地価格について考える。

３．不動産に対する投資～不動産価格の上昇

不動産に対する投資を行おうとするときは、不動産に対する投資も他の資産運用と同様に、現

在の価値が将来に比較して割安であることに着目して投資が行われる。それは不動産の購入後、

保有不動産の価値が高まること（図１の保有不動産の利回りの向上）や購入価格よりも高く売却

できること（将来的な利回りの低下など）を前提としている。

したがって、不動産に対する投資が始まるとき、純収益のうち、特に賃料が今後上昇すること

（賃料の上昇期待）や、今後不動産の取得需要が増加して競合することにより利回りが現在より

も低下するという予測（期待）が起こっていると考えられる。

このようにして購入（投資）される不動産の価格は１つの不動産に需要が競合することによっ

てさらに上昇し、そのような売買事例が積み重なることによって、地域的に見た不動産の価格

（地価）が上昇していくと考えられる。

以下では、上記の流れ（不動産投資と地価の関係）が、実際にはどのように起きているのかを

各種データによって確認していく。

４．各種データによる確認（①賃料収入）

三鬼商事株式会社が発表している『札幌の最新オフィスビル市況MIKIOFFICE REPORT』によ

ると、札幌ビジネス地区の平均賃料はリーマンショック後、概ね下落傾向で推移してきた。しか

しながら、直近においてはテナントの増床や拡張移転などの需要が見られ、賃料はやや上昇傾向

となっている。

一方、札幌ビジネス地区の平均空室率はリーマンショック後１２％弱の水準まで上昇したもの

の、その後は景気回復局面や大型物件の供給が少なかったこと等を背景に低下を続け、現在も下

落傾向である。平成２６年８月に竣工した「札幌三井JPビルディング（延床面積約２万坪）」が満

室となって以降、既存ビルでも解約の動きが落ち着き、拡張移転や館内増床による成約が進み、

空室率に改善が見られる。

以上のとおり、賃料水準は概ね下落傾向にあったが（平成２６年以降はやや反転している）、空

室率は低下傾向が続いたため、正味の賃料収入としては一定の底堅さを維持してきたことが確認

できる。平成２４年～平成２５年の時期には、下がり続けた賃料水準に底入れや反転の期待があった
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経営のアドバイス

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１６年１２月号

可能性が考えられる。
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経営のアドバイス

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１６年１２月号

５．各種データによる確認（②利回り）

日本不動産研究所が発表している『不動産投資家調査』による近年の期待利回りの推移は以下

のとおりである。

リーマンショック後の平成２０年以降、リスク回避の動きから東京を中心に全国の不動産の利回

りが上昇した。その後札幌における利回りも平成２５年に入るまで高止まりしていたが、平成２５年

以降低下傾向となっており、近年、札幌市中心部における不動産の取得需要が旺盛となっている

ことが確認できる。すなわち、平成２２年以降利回りが高止まりしていた時期に、上記の賃貸マー

ケットでは空室率の低下傾向が続いたことによって、稼働率が安定した既存のビル等の収益の安

定性が認識され、平成２５年以降の金融緩和等による良好な資金環境等を背景に、取得需要の高ま

り（＝利回りの低下）が発生したと考えられるのである。

６．各種データによる確認（③土地価格）

国土交通省による地価公示標準地のうち、札幌市の中心部に所在する標準地である「札幌中央

商‐３４」標準地における価格の推移は下図の通りである。前記のとおり、賃貸マーケットにおけ

る空室率の低下が始まった平成２２年以降収益の安定性等が認識され、平成２５年頃から良好な資金

環境等を背景とする利回りの低下が始まり、物件取得熱が過熱してきた。これらの動きを受け、

土地価格は平成２５年頃から上昇傾向となっている。
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７．各種データによる確認（総括）

平成１９年～平成２０年のリーマンショック以降、賃料水準の大きな回復はないが、投資対象とし

ての一定の堅調さは平成２６年にかけて認識されてきた可能性がある。平成２５年頃から良好な資金

環境を背景に、収益の安定性等を評価した不動産の取得需要が盛り上がってきたことが利回りの

低下傾向として現れ、土地価格は平成２５年からタイムラグをおかず上昇傾向となったと考えられ

る。

８．今後の動向について

近年の札幌市中心部における不動産投資と地価については、上記のような関係となっているこ

とが確認できた。今後のオフィスの賃貸マーケットについては、比較的大型の物件供給を控えて

いることや、現状の賃料水準が以前の水準に回復していないことなど、ポジティブな条件は少な

いが、投資における資金環境が変化する気配は今のところ見当たらず、投資意欲は当面低下せず

に続くと思われる。したがって、土地価格等も今後急変する可能性は低いと思量する。

また、現在の札幌市中心部においては、好調な観光需要を背景として、ホテル等の平均客室単

価（ADR）等が向上していることや、上記日本不動産研究所による『不動産投資家調査』にお

けるホテル等の期待利回りは低下傾向となっており、新たな建設用地等の高値取引も散見され

る。

このような状況が続くことを前提とすると、札幌市中心部における土地価格水準等は堅調に推

移していく可能性が高いと考えられる。
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２０１４年４月より２年半、日本貿易振興機構（ジェトロ）シンガポール事務所に駐在しており

ました。この間、食品分野の担当として全国各地の食品メーカー、生産者、自治体の皆さんへ

シンガポールの市場概要をご案内するなどのサポートをして参りました。また同時に北洋銀行

の各お取引先様がシンガポールへお越しの際には商談相手のご紹介、通訳などを行い、ご商売

の発展に貢献して参りました。

＜シンガポールにおける日本食市況＞

シンガポールは国土が東京２３区と同程度と非常に狭く、故に食品自給率はほぼ０％です。その

ため食品の輸入規制がほとんどなく、輸入関税も嗜好品を除いては全くないオープンな市場で、

市場参加者の競合相手は全世界となります。

筆者は台湾、上海、バンコクなど個人的に訪問しましたが、これらに比べ地場企業による地元

中間層向けの日本料理店が数多くあり、地元消費者の目に触れることが多いように感じます。一

方で在シンガポール日本国大使館の発表では１，１０５店舗の日本食レストランがある１と言われてい

ますが、日本から輸入した産品の使用率は高級店で約８５％、中間層向けの店舗では３５％程度しか

ありません。２現状は日本からの産品は流通価格が非常に高く高級店舗でしか使用されていませ

ん。使用食材の大半を日本産食品が占める高級店は約５０店舗程度で、間口が非常に狭い状況で

す。消費者向けの北海道物産展は頻繁に行われていますが、日本の他地域からも積極的に売込み

が図られており、日本人同士のシェアの奪い合いになっているのが実情です。

＜富裕層ばかりは本当か＞

よくシンガポールは富裕層が多く、日本産品の購買意欲も旺盛と言われます。シンガポールの

家計の労働人口が世帯あたり３．３９人で、月間の家計所得の中央値が８，６６６Sドル（約６７５千円）と

なっています。家計所得が１２，０００Sドル／月を超える世帯が２８．３％はありますが、一人あたりに

ひき直すと決して高くはなく中央値が２，５００Sドル／月（１９５千円）と実態は日本とほぼ変わりま

せん。３

皆さんもスーパーの店頭で鰻蒲焼１パック、国産が３，０００円、中国産が１，０００円で売られていた

アジアニュース

国際ブランド「北海道」の今後の活かし方
～シンガポールの駐在経験から～

北洋銀行国際部 調査役 吉田 達朗
（前 ジェトロシンガポール事務所派遣）

１在シンガポール日本国大使館 http : //www.sg.emb-japan.go.jp/JCC/notice-jprestaurant-6aug2015_j.pdf
２ジェトロシンガポール調査レポート https : //www.jetro.go.jp/world/reports/2016/02/bf290058d8a77515.html
３Department of Statistics Singapore“Yearbook of Statistics Singapore 2016”およびKey Household Income Trends,
2015
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ら、国産はぜいたく品と認識するはずです。シンガポールへ

輸出した場合、シンガポールの小売価格は日本での小売価格

のおよそ３倍になります。国産の鰻１パック９，０００円は高品

質ですが購入できる人は限られます。海外の消費者も北海道

の最高品質のみを求めている訳ではありません。購入するに

際しては妥当な価格と品質を求めます。

シンガポールはASEAN諸国の中では確かに所得水準は高

い位置にあります。一方、シンガポール以外の多くの国にお

ける中間層には北海道産品は手が届かない高級品です。しか

しながら、今後それぞれの国は人口ボーナス４を活かして所

得水準が上がってくることを期待できます。富裕層向けの

「本物の北海道の味覚」を提供し続けることは必要ですが、

並行して将来の富裕層となる中間層向けの低価格、中品質の

「北海道の味覚」を届けることもマーケットシェアの拡大に

は必須です。日本人からすると受け入れられないクオリティ

の中国産や韓国産の日本食材であっても流通価格や飲食店の

経営コストを考えると「その程度で良い」こ

ともあるのです。

＜他国のPR手法を参考に＞

シンガポールからは年間約３０万人が日本国

内へ観光で訪れますが、その中でも北海道は

国内第３位の人気エリアです。シンガポール

のリーシェンロン首相家族も富良野や知床へ

お忍びで訪れるほどです。

またシンガポールを含むASEANからの北海道への投資意欲も近年非常に旺盛ですが、残念な

がら受入体制が十分とは言えません。

東南アジアではK-POP、韓流ドラマが一番人気です。どこに行ってもスマホやタブレットでダ

ウンロードしたドラマが見られています。ドラマを見てその土地や食文化を学び、興味を持って

その土地を観光し、帰国後も自国で同じメニューを食したい、そこを韓国政府はうまくPRして

います。海外市場にとって、「北海道」は魅力的なブランドです。今こそ「コンテンツ・食・観

光」の三位一体で地域がまとまって知名度の高い北海道を海外にPRすべきタイミングです。是

非海外進出や輸出をご検討の際には北洋銀行のネットワークをご活用ください。

写真１ 伊勢丹お米販売コーナー
ゆめぴりか２KG＝２２Sドル（１，７００円）

写真２ 地場スーパーお米コーナー 松鶴
２．５KG＝８Sドル（６２４円）

４労働力増加率が人口増加率よりも高くなることにより、経済成長が後押しされることをいいます。
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ３７９ ６２～１８４ ２３３ １９６ １１１～２０７

牛乳 １リットル 現地産 ２００～４２２
２８

（２４３ml）
１１６

２２５
（８３０ml）

１３６～１４８

じゃがいも ０．５kg 現地産 １４１～１８１ ２０～７４ １７５
１３３

（アメリカ産）
２２

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １８１ １６３
２５６

（１個）
７０

（１個）
１７６
中国産

小麦粉 １kg １６６ １５０ １３４ １８５ ９４

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １０９ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ８３ １４０ ２７３ ２８１

カップラーメン １個 日本メーカー製 ８１ ９８ ２１８ １１１ ４０２

ミネラルウォーター ５５０ml ２２ ２２ ２０ １２９ ２５～７４

コーラ ３３０ml コカコーラ ３３ ３６ ４０ ５９ ８０

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２５７ ２７２ ５８３ ４２１ －

タクシー初乗り ２１２ １５１ １０２ ２８８ ２８９～４０２

ガソリン １リットル レギュラー １１３ ９４ ８７ １４６ ６６

トイレットペーパー １０巻 日本製
５００

（現地製４巻）
４３８

４０８
（現地製）

５１４
２０１

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１３４

（現地製）
６７

（現地製）
２７７ ２４７ １４３

洗濯洗剤 １kg 日本製
２０５

（現地製）
１９５

（現地製）
３５０ ２０１ ６７６

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １５１ ２２７ ２３３ ２９６ ３２２

電気料金 １kwh 住居用 ９ ７ ４３ １４ ６

水道料金 １� 住居用 ２９ ４６ ２９ ８６ ５３

新聞 １部 一般紙 １５ １５ １４ ８１ ４５

バス 市内均一区間 ３０ １５～３０ ２３ １０３～１６２ ３２

地下鉄 初乗り ４５ ３０－１０６ ６４ １０３～１１１ －

携帯

機種 iPhone６６４G １０１，３９０ ６９，５５４ ６９，０３６ ５２，９９１ ７０，８２３

基本料金／月 ６９７ ８７９ ２，３３５ ３，１７５ １，９３２

通話料金／分 ３ ３ ２ １１ １

映画チケット 大人１名 時間帯により変動８３３～２，１２２９０９～１，２１２６６０～１，３１３ ９６２ ３２２～７２４

現地価格調査（２０１６年１０月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１６年９月３０日仲値
１中国元＝１５．１６円 １タイバーツ＝２．９２円 １シンガポールドル＝７４．０１円 １ロシアルーブル＝１．６１円
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経済コラム 北斗星

反グローバリズム・保護主義の台頭
１１月８日に行われた米国大統領選挙で、大方の予想に反しトランプ氏が接戦勝利した激震

の余震が続いている。英国における６月２３日の「EU離脱」を問う国民投票において、これ

また事前の予想に反し離脱派が多数を占めたことと並んで、世界の政治・経済の先行き不透

明感が一段と強まってきた。選挙戦において、トランプ氏がTPP批准反対やNAFTA（北米

自由貿易協定）の見直し、さらには移民・難民の受け入れ制限（メキシコとの聞に「トラン

プの壁」を構築）など、米国がこれまで率先して進めてきたグローバル主義・自由貿易主義

の在り方を見直す趣旨の発言を繰り返したことから、今後、米国が孤立主義の道に大きく方

向転換するのではないかとの懸念の声も多く聞かれる。

もっとも、反グローバリズムの主張は、本年俄かに高まってきたという性格のものではな

い、「グローバリズムが世界を滅ぼす」（２０１４年、文春新書）などの書籍にも見られるよう

に、近年、グローバル経済の弊害を指摘する見解は、経済学者の中からも多く聞かれるよう

になってきていた。グローバリズムに対する批判は、概ね以下のとおり要約出来よう。

① 規制なき自由貿易の推進により、経済は過度に複雑かつ不安定化する。

② 先進国では、生産拠点の海外移転が進み、国内経済の空洞化が進む。

③ 先進国への海外からの労働力の流入等により、非正規雇用の拡大、賃金の抑制、国内

における所得格差の拡大が進む。

④ 経営の視点が、短期的成果に偏りやすく、長期的コミット（設備投資、調査・研究、

技術革新、研修・人材育成など）が疎かになる。

⑤ 国という枠内でこそ有効に機能するガバナンスが効き難くなる。

とくに、先進国においては、「中間層の没落」などといわれるように、ごく一部の富裕層

と圧倒的多くの低所得層との格差拡大が指摘されている。また、英国では、東欧からの移

民、中東からの難民など、米国ではメキシコからの不法入国者の増加等もあり、国内での人

種的、宗教的な摩擦が一層強まってきていることが、国民投票や大統領選挙の結果の背景と

なっているようだ。

さて、世界経済の潮流は、今後とも反グローバルあるいは保護主義の方向にますます向

かっていくのであろうか。何事にもメリット、デメリットは付き物であるが、グローバル

化・自由貿易主義もその例外ではない。グローバル化は、大きな市場の形成と自由かつ公正

な競争の下に効率的なビジネスを展開することを可能としてきた。この意味で、グローバル

化がこれまで世界経済の発展に大きな役割を果たしてきた意義は決して小さくない。とく

に、日本は自由貿易の下、輸出主導で高度成長を遂げ、先進国の仲間入りを果たしてきた。

こうした経緯に鑑みれば、グローバル化のもつ問題点を克服する努力は重要であるが、徒に

保護主義に回帰する動きに対しては大いに警戒しなければならない。さらに、北海道は

「食」と「観光」を将来の発展のための主要施策としている。北海道産の「食」の輸出、イ

ンバウンド観光客の積極的な誘致を図っていくためには、グローバル化のマイナス面を克服

するとともにそのメリットを活用していくという、「中道」の道以外に選択肢はあるまい。

（平成２８年１１月１３日 北洋銀行会長 横内 龍三）
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【全体概要】
・９月の販売額は、４，９０５万円（前年同月比▲１４．８％）、レジ客数２８，４２２人（同▲３．７％）、客単価
１，７２６円（同▲１１．６％）。８月の台風被災による交通機関の混乱が続き、札幌駅の利用者が減少
した影響などにより、１人当たりの購入点数が減少したほか、特に単価の高い商品の売れ行き
が低調であった。
・部門別では、単価が高く、全体販売額に占める割合が大きい菓子類（前年同月比▲２２．３％）と
水産品（同▲２１．８％）の販売額が大きく落ち込んだ。

・４～９月の累計では、販売額は２億８，５７２万円（前年同期比▲４．８％）。部門別では、水産品
（同▲１１．３％）と菓子類（同▲９．７％）の販売額が低調であった。

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 宗谷 天然ホタテ貝柱 １，５７４ ８４ １３１，３５５
２ 石狩 サーモン昆布重ね巻 １，２５０ ８６ １０７，５００
３ 後志 純粒うに 白 １，７００ ５９ １００，３００
４ オホーツク さざ波サーモン １，０６５ ９１ ９６，９１５
５ 渡島 根ぼっけ ３特 １，０００ ７３ ９３，４７６

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 十勝 手作り餃子 １２００g １，６９４ ７３ １２３，６６２
２ 十勝 手作り餃子 ６００g ８９８ １０７ ９６，０８６
３ 石狩 放牧豚無添加ポークウインナー ２８４ ２０３ ８０，５５７
４ 石狩 じゃが豚 ９４７ ６４ ６０，４１９
５ 石狩 豚丼の具 ３食セット １，０００ ５６ ５５，３００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 上川 わっさむペポナッツ １００g ９８０ １０１ ９８，９８０
２ オホーツク オニオンスープ １０本 ３００ ２４２ ７２，５４０
３ オホーツク オニオンスープ ５号箱（１５本） ５００ １２９ ６４，０７５
４ 石狩 冷凍ハスカップ １，６００ ３８ ６０，７５２
５ 石狩 ぶどう 旅路 ３７５ １６４ ５９，６６３

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 渡島 トラピストバター １，１４３ ６４ ７６，６８０
２ 根室 養老牛放牧牛乳 ９００cc １，０６５ ５３ ５６，３９２
３ 後志 のむヨーグルト ５００ml ３４３ １６０ ５２，８８３
４ 根室 べつかいのアイスクリーム屋さん ３，１４４ １４ ４７，３２０
５ 後志 のむヨーグルト １５０ml １４８ ２７８ ３７，１８４

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 じゃがポックル ８００ １，４０４ １，１４９，７１６
２ 石狩 白い恋人 １８枚 １，０５７ ６６９ ７０３，５１５
３ 十勝 マルセイバターサンド １０個入 １，１１１ ５４２ ６５１，７８６
４ 十勝 マルセイバターサンド ５個入 ５５６ ８９９ ５４０，１４９
５ 石狩 白い恋人 １２枚 ７０５ ６８０ ４７８，７２０

＜札幌店＞ 札幌市北区北６西４ JR札幌駅西通り北口 北海道さっぽろ「食と観光」情報館内
＜資料出典＞ 一般社団法人 北海道貿易物産振興会 ホームページ

http : //www.dousanhin.com/shop/sapporo_jr/index-supportdata.php
＜問合せ先＞ 北海道経済部食関連産業室マーケティンググループ TEL：０１１‐２０４‐５７６６

北海道どさんこプラザマーケット情報 札幌店 【平成２８年９月分】

（１）水産品 【７５５万円】

（２）畜産加工品 【１５３万円】

（３）農産品 【４４２万円】

（４）乳製品 【１７５万円】

（５）菓子類 【１，９７４万円】

ｏ．２４５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００　　　　　マーケット情報  2016.11.16 15.01.04  Page 23 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２７年度 ９４．８ △２．６ ９７．４ △１．０ ９５．６ △０．５ ９６．３ △１．２ １００．６ △３．３ １０６．８ １．８

２７年７～９月 ９５．４ ０．２ ９７．０ △１．０ ９５．７ △１．４ ９６．２ △０．７ １０１．３ △０．８ １１３．３ △０．５
１０～１２月 ９４．２ △１．３ ９７．１ ０．１ ９４．９ △０．８ ９６．６ ０．４ １００．３ △１．０ １１２．７ △０．５

２８年１～３月 ９３．３ △１．０ ９６．１ △１．０ ９２．９ △２．１ ９４．７ △２．０ １０３．５ ３．２ １１５．４ ２．４
４～６月 ９３．１ △０．２ ９６．３ ０．２ ９２．３ △０．６ ９４．９ ０．２ １０３．６ ０．１ １１３．９ △１．３
７～９月 p９４．６ １．６ ９７．６ １．３ p９４．２ ２．１ ９５．６ ０．７ p９８．１ △５．３ １１０．９ △２．６

２７年 ９月 ９４．５ △２．２ ９７．０ ０．３ ９４．８ △０．９ ９６．１ △０．３ １０１．３ △１．３ １１３．３ △０．１
１０月 ９４．６ ０．１ ９８．２ １．２ ９４．５ △０．３ ９８．６ ２．６ １００．９ △０．４ １１１．９ △１．２
１１月 ９４．４ △０．２ ９７．１ △１．１ ９５．５ １．１ ９６．２ △２．４ １００．３ △０．６ １１２．３ ０．４
１２月 ９３．７ △０．７ ９５．９ △１．２ ９４．７ △０．８ ９４．９ △１．４ １００．３ ０．０ １１２．７ ０．４

２８年 １月 ９３．２ △０．５ ９８．３ ２．５ ９２．４ △２．４ ９６．８ ２．０ １０３．０ ２．７ １１２．４ △０．３
２月 ９２．６ △０．６ ９３．２ △５．２ ９０．７ △１．８ ９２．８ △４．１ １０３．３ ０．３ １１２．２ △０．２
３月 ９４．２ １．７ ９６．７ ３．８ ９５．７ ５．５ ９４．５ １．８ １０３．５ ０．２ １１５．４ ２．９
４月 ９３．９ △０．３ ９７．２ ０．５ ９３．９ △１．９ ９６．０ １．６ １０５．０ １．４ １１３．４ △１．７
５月 ９０．１ △４．０ ９４．７ △２．６ ９０．２ △３．９ ９３．５ △２．６ １０２．９ △２．０ １１３．９ ０．４
６月 ９５．４ ５．９ ９６．９ ２．３ ９２．８ ２．９ ９５．１ １．７ １０３．６ ０．７ １１３．９ ０．０
７月 ９５．３ △０．１ ９６．５ △０．４ ９３．７ １．０ ９５．８ ０．７ １０２．９ △０．７ １１１．２ △２．４
８月 r ９２．９ △２．５ ９７．８ １．３ r ９２．７ △１．１ ９４．７ △１．１ １０１．２ △１．７ １１１．５ ０．３
９月 p９５．６ ２．９ ９８．４ ０．６ p９６．３ ３．９ ９６．４ １．８ p９８．１ △３．１ １１０．９ △０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２７年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３

２７年７～９月 ２３０，５４９ ２．７ ４８，２２８ ２．８ ４９，５３５ ０．７ １５，９６４ ２．１ １８１，０１４ ３．２ ３２，２６４ ３．２
１０～１２月 ２５７，６１５ ２．２ ５３，４８７ １．３ ５９，６０８ △１．０ １９，３１４ ０．１ １９８，００７ ３．０ ３４，１７３ １．７

２８年１～３月 ２３４，６８５ ３．９ ４８，２６３ １．７ ５３，０４４ △１．９ １６，６１２ △２．０ １８１，６４１ ５．５ ３１，６５１ ３．５
４～６月 ２２８，３０５ ０．６ ４７，１１０△０．９ ４６，２９０ △３．６ １５，３２０ △４．５ １８２，０１５ １．７ ３１，７９０ ０．９
７～９月 ２３３，７５９ １．４ ４７，４５５△１．６ ５０，４８５ １．９ １５，３７８ △３．７ １８３，２７４ １．２ ３２，０７７ △０．６

２７年 ９月 ７２，０６２ １．６ １５，１１４ ２．６ １５，６６７ △０．８ ４，９４１ １．１ ５６，３９５ ２．３ １０，１７３ ３．４
１０月 ７６，８６４ ３．０ １６，０７２ ４．０ １７，３６９ ０．１ ５，４９６ ３．８ ５９，４９５ ３．７ １０，５７６ ４．０
１１月 ７８，１４９ ０．１ １６，４９０△０．８ １７，７９２ △３．９ ５，９９２ △２．９ ６０，３５７ １．１ １０，４９９ ０．１
１２月 １０２，６０２ ３．３ ２０，９２５ ０．９ ２４，４４６ ０．５ ７，８２６ △０．１ ７８，１５５ ３．９ １３，０９９ １．２

２８年 １月 ８０，７４４ ５．１ １６，９１３ ２．１ １８，５３３ △０．１ ５，８６９ △２．１ ６２，２１１ ６．４ １１，０４４ ４．３
２月 ７２，９０８ ４．７ １４，８８６ ３．３ １５，８０８ △３．３ ４，９１２ △０．３ ５７，１００ ６．９ ９，９７４ ５．０
３月 ８１，０３３ ２．２ １６，４６３△０．２ １８，７０３ △２．５ ５，８３１ △３．２ ６２，３３０ ３．４ １０，６３３ １．３
４月 ７５，５２３ １．２ １５，４５６△０．１ １５，０８１ △３．６ ５，０１２ △４．０ ６０，４４３ ２．５ １０，４４３ １．９
５月 ７７，１５２△０．６ １５，９７８△１．９ １５，６０３ △４．６ ５，１２５ △５．４ ６１，５４９ ０．５ １０，８５４ △０．１
６月 ７５，６２９ １．３ １５，６７５△０．７ １５，６０６ △２．５ ５，１８３ △３．９ ６０，０２３ ２．３ １０，４９２ ０．９
７月 ８１，２１９ ２．４ １７，２１０ ０．９ １８，４０７ １．９ ６，１６５ △０．４ ６２，８１２ ２．６ １１，０４５ １．６
８月 ７８，２６２△１．２ １５，５４１△３．２ １５，２９０ △３．２ ４，５２９ △６．３ ６２，９７２ △０．６ １１，０１２ △１．９
９月 ７４，２７９ ３．１ １４，７０５△２．７ １６，７８８ ７．２ ４，６８４ △５．２ ５７，４９０ １．９ １０，０２０ △１．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０１６年１２月号

ｏ．２４５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2016.11.17 11.40.52  Page 24 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２７年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，６７０ ９．０ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５８ ２．０

２７年７～９月 ３４，０７２ ７．０ １１，０５０ ３．８ ５９，０４４ ９．４ １３，７２６ ７．８ ３２，７１４ ２．９ ８，２７２ ２．６
１０～１２月 ３６，９７５ ２．８ １０，９８３△１．８ ５８，４８７ １０．６ １３，９８２ ７．５ ３６，８０９ ０．７ ８，８４１ △０．５

２８年１～３月 ３６，５０６ ４．４ １０，５４４△１．７ ５８，５９６ １１．８ １３，５８２ ８．５ ２５，３３１ １．８ ７，２９５ ２．０
４～６月 ３０，１７６ ３．１ ９，６９７△０．１ ５８，６１２ ９．２ １４，１８２ ６．０ ３６，６８３ △０．１ ８，８１６ ０．８
７～９月 ３４，０３１△０．１ １０，７０４△３．１ ６２，１１１ ５．２ １４，３５２ ４．６ ３２，５４０ △０．５ ８，１８５ △１．０

２７年 ９月 １０，６７９ ３．６ ３，１１１△０．６ １９，１００ ９．３ ４，３４２ ６．５ ９，８４３ ２．５ ２，５７９ ２．３
１０月 １０，４９８ ４．３ ３，０５０ ２．０ １９，１６１ １１．１ ４，５５１ ９．７ １１，３８６ ３．１ ２，７４９ ４．２
１１月 １１，２５５△３．０ ３，３５８△３．７ １９，１９８ １０．８ ４，４３２ ７．３ １１，５３７ ０．９ ２，７１６ △２．３
１２月 １５，２２２ ６．６ ４，５７５△２．８ ２０，１２８ １０．０ ５，０００ ５．７ １３，８８６ △１．３ ３，３７６ △２．７

２８年 １月 １３，０８８ １０．２ ３，７３７ ３．２ ２０，４５５ ８．１ ４，４４７ ８．０ ８，６３６ ３．８ ２，４３１ ３．１
２月 ９，８９８ ３．７ ２，９８９△１．２ １９，６１３ １３．９ ４，４３６ １０．８ ７，２２７ ３．７ ２，２３４ ２．３
３月 １３，５２０△０．３ ３，８１８△６．３ １８，５２８ １３．８ ４，６９８ ６．８ ９，４６８ △１．３ ２，６３０ ０．９
４月 １０，３３５ ５．５ ３，１３７△０．９ １９，２２３ １２．７ ４，６２５ ９．５ １１，６８２ ０．０ ２，９４９ ３．３
５月 ９，８７２ ０．５ ３，２２４△２．１ １９，０２８ ７．２ ４，７９４ ３．８ １４，０１１ １．５ ３，１４８ △１．４
６月 ９，９６９ ３．４ ３，３３６ ２．６ ２０，３６１ ７．８ ４，７６３ ４．９ １０，９９０ △２．３ ２，７１９ ０．７
７月 １１，５８０ ３．４ ４，２０２ １．６ ２０，７１０ ５．８ ４，９８５ ５．９ １１，５１１ △１．１ ２，９３５ ３．７
８月 １１，５３５△５．４ ３，３８３△１１．１ ２１，３７３ ５．０ ４，８４１ ３．５ １１，０９９ △１．２ ２，７８２ △２．８
９月 １０，９１６ ２．２ ３，１１９ ０．３ ２０，０２８ ４．９ ４，５２７ ４．２ ９，９３０ ０．９ ２，４６９ △４．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２７年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６

２７年７～９月 １４６，９１８ ３．３ ２９，１８２ ５．３ ２４８，９１１ ０．０ ２８１，９７９ １．０ ３，８９６ ２．８ ３２４ ３０．７
１０～１２月 １３７，８５２ ２．６ ２８，１９２ ５．１ ２７０，６２６ ４．４ ２９１，３０８ △３．０ ３，１０８ ４．８ ３０８ ３０．７

２８年１～３月 １２６，８５５ ２．４ ２６，６７３ ５．２ ２５０，０７２ △１．６ ２８３，８７９ △２．５ ２，８７９ ５．８ ３７６ ３０．７
４～６月 １３４，７８９ １．１ ２８，２２０ ３．６ ２４７，１９８ △１．４ ２８０，６００ △１．６ ３，２００ ８．８ ２５５ ８．４
７～９月 １４８，９２２ １．４ ３０，２６３ ３．７ ２４３，１０２ △２．３ ２７３，８４１ △２．９ ４，１１１ ５．５ p ３６２ １１．５

２７年 ９月 ４６，１２４ ３．４ ９，１８９ ５．１ ２６３，９５９ １６．６ ２７４，３０９ △０．３ １，２７１ ４．５ ８１ ３５．４
１０月 ４６，４３１ ３．８ ９，４８４ ６．１ ２５６，３７２ △１．９ ２８２，４０１ △２．１ １，１５４ ３．９ ９６ ３０．４
１１月 ４３，８７８ ２．１ ８，９９０ ４．２ ２６２，５６６ １４．４ ２７３，２６８ △２．５ ９５９ ３．４ ７７ ２１．９
１２月 ４７，５４３ ２．０ ９，７１８ ５．１ ２９２，９３９ ２．２ ３１８，２５４ △４．２ ９９４ ７．２ １３５ ３６．４

２８年 １月 ４２，５５１ １．６ ８，８４９ ４．８ ２５１，２９６ ０．９ ２８０，９７３ △３．１ ９１４ ７．７ １３９ ４６．７
２月 ４０，２４７ ４．９ ８，４５３ ７．６ ２３６，１６９ ０．６ ２６９，７７４ １．６ ９３４ ４．４ １４１ ２７．５
３月 ４４，０５７ １．１ ９，３７１ ３．５ ２６２，７５０ △５．８ ３００，８８９ △５．３ １，０３２ ５．６ ９５ １６．６
４月 ４３，１１４ ０．８ ９，１９０ ４．５ ２５６，１８９ △１．２ ２９８，５２０ △０．７ ９３５ １３．７ ７５ ８．１
５月 ４６，２８３ １．４ ９，５９３ ２．６ ２４３，９０３ △３．１ ２８１，８２７ △１．６ １，０９８ ６．１ ８４ △１．２
６月 ４５，３９２ １．０ ９，４３６ ３．８ ２４１，５０３ ０．２ ２６１，４５２ △２．７ １，１６７ ７．８ ９６ １８．５
７月 ５０，４４４ ０．０ １０，４１６ ３．８ ２４２，４３８ △０．３ ２７８，０６７ △０．９ １，３０３ ６．７ １４３ １０．０
８月 ５１，４１７ ２．１ １０，２９５ ３．４ ２４１，９９４ １．０ ２７６，３３８ △５．１ １，４７６ ５．１ １２２ ７．２
９月 ４７，０６１ ２．０ ９，５５２ ４．０ ２４４，８７４ △７．２ ２６７，１１９ △２．６ １，３３２ ４．８ p ９７ ２０．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１６年１２月号

ｏ．２４５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2016.11.17 11.40.52  Page 25 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．６ ９７，８０５ ０．８
２７年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，２７８ △１．６ １０１，８３８ ４．１

２７年７～９月 １０，２４０ １６．０ ２，３６４ ６．２ ６２２ ２６．１ １１，５２７ １．５ ２４，５２７ △０．９
１０～１２月 ９，２２７ △４．１ ２，３２３ △０．７ ３４８ １３．４ １０，５１７ △８．１ ２２，８９８ ２．１

２８年１～３月 ５，４１４ １１．４ ２，１６４ ５．５ ２８９ △１４．６ １０，２０５ △２．９ ２８，８３２ ３．４
４～６月 １０，７０６ １３．３ ２，４７１ ４．９ ５８０ １５．３ １１，９７６ △０．４ ２３，９１３ △６．５
７～９月 １０，７０７ ４．６ ２，５３１ ７．１ ５８６ △５．８ １１，８１１ ２．５ ２６，１３０ ６．５

２７年 ９月 ３，３８９ １０．９ ７７９ ２．６ ２１７ ３５．５ ３，６４１ △０．７ １０，５２６ △１．７
１０月 ３，３１３ △３．１ ７７２ △２．５ １６９ ４６．０ ３，７２６ △２０．２ ７，６９７ １０．３
１１月 ３，１５５ △８．９ ７９７ １．７ １００ ８．９ ３，３２９ △５．５ ６，６８６ １．２
１２月 ２，７５９ ０．９ ７５５ △１．３ ７９ △２０．５ ３，４６２ ６．５ ８，５１６ △３．６

２８年 １月 １，１８６ １７．１ ６７８ ０．２ ５６ △９．０ ３，０５９ △１１．９ ７，２９５ ８．４
２月 １，５７８ ０．９ ７２８ ７．８ ６２ △７１．３ ３，５５８ △１２．４ ７，３６１ △０．７
３月 ２，６５０ １６．０ ７５７ ８．４ １７１ １８５．４ ３，５８９ ２０．７ １４，１７７ ３．２
４月 ３，５６６ ４．８ ８２４ ９．０ １３６ △２６．５ ３，２７９ △２３．２ ７，７２１ △８．２
５月 ３，６８４ ３２．９ ７８７ ９．８ １７９ ８．６ ４，４８４ １５．０ ６，７５７ △１１．７
６月 ３，４５６ ５．６ ８６０ △２．５ ２６５ ７３．４ ４，２１３ ９．１ ９，４３６ △０．９
７月 ３，３４３ △１．７ ８５２ ８．９ １７６ △２．７ ３，３４４ △２０．６ ７，８０４ ５．２
８月 ３，９３１ １３．９ ８２２ ２．５ １９８ △１１．７ ４，４５９ ２１．３ ７，３４４ １１．６
９月 ３，４３３ １．３ ８５６ １０．０ ２１２ △２．２ ４，００８ １０．１ １０，９８２ ４．３

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２７年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６

２７年７～９月 ４３，３１５ △７．０ １３，７０８ △０．４ １６，４０９ ２．９ １３，１９８ △２１．７ １，０２７，０３６ △７．０
１０～１２月 ３５，０３２ △８．５ １１，１７４ ７．２ １１，９２３ △３．２ １１，９３５ △２３．２ ９３７，１０１ △８．９

２８年１～３月 ４８，０７５ △５．２ １７，７４９ １５．５ １４，３９８ △９．９ １５，９２８ △１７．６ １，２４３，５７６ △７．５
４～６月 ４２，６０２ ０．７ １４，９０２ １８．９ １６，０３０ △３．８ １１，６７０ △１０．９ ８８９，０７９ △２．１
７～９月 ４４，３６４ ２．４ １５，３４３ １１．９ １５，６８７ △４．４ １３，３３４ １．０ １，０２４，４４１ △０．３

２７年 ９月 １５，４５５ △８．２ ４，９３０ △６．９ ５，１０２ ５．２ ５，４２３ △１８．９ ３９９，７５８ △７．４
１０月 １２，２８５ △５．９ ３，６５２ △０．３ ４，４３４ △１．４ ４，１９９ △１４．３ ３１５，１９０ △４．０
１１月 １１，９１９ △７．０ ３，５５７ △０．１ ４，１６８ ０．５ ４，１９４ △１８．０ ３１４，０５２ △７．６
１２月 １０，８２８ △１２．７ ３，９６５ ２３．９ ３，３２１ △９．６ ３，５４２ △３６．０ ３０７，８５９ △１４．６

２８年 １月 １１，６８７ ３．７ ４，５３２ ５０．３ ３，３３８ △１４．３ ３，８１７ △１２．４ ３２８，９９４ △４．４
２月 １３，３７３ △２．４ ４，８１４ １９．６ ３，８４７ △９．９ ４，７１２ △１２．９ ３８２，１１４ △７．５
３月 ２３，０１５ △１０．５ ８，４０３ ０．９ ７，２１３ △７．８ ７，３９９ △２２．６ ５３２，４６８ △９．３
４月 １３，５９３ ３．８ ４，３８５ ８．５ ５，３９３ ３．４ ３，８１５ △０．５ ２６９，２５０ ２．２
５月 １２，２４９ △１．２ ４，２１８ １７．２ ４，２５２ △９．３ ３，７７９ △８．０ ２７５，５０５ △１．４
６月 １６，７６０ △０．２ ６，２９９ ２８．９ ６，３８５ △５．５ ４，０７６ △２１．０ ３４４，３２４ △５．６
７月 １６，３１８ △２．４ ５，３９７ ２．４ ６，５４０ △９．０ ４，３８１ ３．０ ３４８，１６２ △２．２
８月 １２，２５３ ９．９ ４，１９６ １９．７ ４，５１２ ９．５ ３，５４５ ０．７ ２７９，３７４ ２．９
９月 １５，７９３ ２．２ ５，７５０ １６．６ ４，６３５ △９．２ ５，４０８ △０．３ ３９６，９０５ △０．７

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０１６年１２月号

ｏ．２４５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2016.11.17 11.40.52  Page 26 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２４年度 ７７６，４３６ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２７年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３

２７年７～９月 ２１５，６６１ △１８．９ ３８，２２５ △８．０ ０．９９ １．０８ ３１，５７８ ５．０ ７６０，５２３ ３．１ ３．３ ３．４
１０～１２月 ９６，７２７ △４．３ ２９，３３６ △４．０ １．０２ １．１７ ２８，７８４ ５．４ ７４３，８９５ ６．７ ３．４ ３．１

２８年１～３月 ９５，９８２ １１．２ ２６，８９７ １．２ ０．９９ １．２２ ３２，７６７ １．５ ８３６，１５０ ５．０ ３．８ ３．２
４～６月 ４００，５７６ １０．５ ４７，０３２ ４．０ ０．９５ １．１２ ３２，２４１ ２．１ ７８２，６８６ ６．２ ３．４ ３．３
７～９月 ２２０，１５６ ２．１ ４０，８０７ ６．８ １．０７ １．２２ ３２，６６９ ３．５ ８０５，３７３ ５．９ ３．９ ３．１

２７年 ９月 ５８，８５０ △１３．１ １２，４６１ △１０．９ １．０１ １．１２ ３０，６４１ △０．３ ７６３，７０１ １．１ ３．３ ３．４
１０月 ４６，５１９ △１１．６ １２，５３０ △４．８ １．０２ １．１３ ３３，７４３ ４．８ ８４３，３５５ ５．３ ↑ ３．１
１１月 ３４，２７５ ３６．８ ８，７２０ ３．３ １．０２ １．１７ ２７，５９４ ６．６ ７１８，０６０ ９．２ ３．４ ３．２
１２月 １５，９３２ △３１．７ ８，０８６ △９．６ １．０１ １．２１ ２５，０１６ ４．９ ６７０，２７０ ５．７ ↓ ３．１

２８年 １月 ５，８２８ △５１．８ ６，５３５ △２．６ ０．９９ １．２３ ３１，９０９ △０．２ ８４６，２８２ １．３ ↑ ３．２
２月 ６，５３０ △５４．２ ６，９６８ △２．２ ０．９９ １．２３ ３３，１８５ ６．１ ８４３，７１１ ８．７ ３．８ ３．２
３月 ８３，６２３ ３９．３ １３，３９５ ５．０ ０．９７ １．２１ ３３，２０８ △１．１ ８１８，４５８ ５．３ ↓ ３．３
４月 １５２，０１８ １．９ ２０，３０１ １０．６ ０．９２ １．１２ ３４，２４７ １．４ ８００，６１８ ３．５ ↑ ３．４
５月 １３６，７２９ ３０．２ １１，４５３ １．４ ０．９５ １．１１ ３０，５９９ ３．１ ７４９，６６０ １０．０ ３．４ ３．２
６月 １１１，８２８ ３．３ １５，２７８ △１．８ ０．９９ １．１４ ３１，８７６ １．８ ７９７，７８０ ５．５ ↓ ３．１
７月 ９６，９８８ １．６ １３，６１８ △６．９ １．０５ １．１８ ３３，４５０ △１．３ ７９４，４２６ △０．５ ↑ ３．０
８月 ６９，０９６ １２．７ １２，４７３ １２．０ １．０７ １．２２ ３１，４６０ ４．１ ７８８，８３３ ９．６ ３．９ ３．２
９月 ５４，０７１ △８．１ １４，７１６ １８．１ １．１０ １．２６ ３３，０９６ ８．０ ８３２，８６１ ９．１ ↓ ３．０

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２４年度 ９６．３ ０．０ ９６．５ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 ９７．５ １．２ ９７．２ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２７年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９

２７年７～９月 １００．２ △０．５ １００．１ △０．２ ７７ ５．５ ２，０９２ △１４．１ １２２．２３ １７，３８８
１０～１２月 １００．１ △０．７ １００．１ △０．１ ５９ ０．０ ２，１５２ △３．２ １２１．４８ １９，０３４

２８年１～３月 ９８．７ △０．８ ９９．５ △０．１ ６８ △１７．１ ２，１４４ △５．６ １１５．４５ １６，７５９
４～６月 ９９．４ △０．８ ９９．８ △０．４ ６３ ３．３ ２，１２９ △７．３ １０８．１７ １５，５７６
７～９月 ９９．４ △０．９ ９９．６ △０．５ ７４ △３．９ ２，０８７ △０．２ １０２．４０ １６，４５０

２７年 ９月 １００．２ △０．６ １００．１ △０．１ ２２ ４．８ ６７３ △１８．６ １２０．２２ １７，３８８
１０月 １００．２ △０．６ １００．１ △０．１ ２２ ０．０ ７４２ △７．２ １２０．０６ １９，０８３
１１月 １００．２ △０．５ １００．１ ０．１ １５ ７．１ ７１１ △３．３ １２２．５４ １９，７４７
１２月 ９９．９ △０．７ １００．０ ０．１ ２２ △４．３ ６９９ １．８ １２１．８４ １９，０３４

２８年 １月 ９８．８ △０．８ ９９．５ △０．１ １９ △１７．４ ６７５ △６．３ １１８．２５ １７，５１８
２月 ９８．６ △０．６ ９９．４ ０．０ ２２ １０．０ ７２３ ４．４ １１５．０２ １６，０２７
３月 ９８．８ △０．９ ９９．５ △０．３ ２７ △３０．８ ７４６ △１３．１ １１３．０７ １６，７５９
４月 ９９．３ △０．８ ９９．８ △０．４ ２３ △４．２ ６９５ △７．１ １０９．８８ １６，６６６
５月 ９９．４ △０．８ ９９．９ △０．４ １８ １２．５ ６７１ △７．３ １０９．１５ １７，２３５
６月 ９９．５ △０．７ ９９．８ △０．４ ２２ ４．８ ７６３ △７．４ １０５．４９ １５，５７６
７月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ３０ ３．４ ７１２ △９．５ １０３．９０ １６，５６９
８月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ２２ △１５．４ ７２６ １４．９ １０１．２７ １６，８８７
９月 ９９．５ △０．７ ９９．６ △０．５ ２２ ０．０ ６４９ △３．６ １０２．０４ １６，４５０

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０１６年１２月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２７年度 ４７７，１７９ １．８ ７４１，１７４ △０．７ １，１３２，７６３ △１６．１ ７５２，０４８ △１０．３

２７年７～９月 １３５，７８７ １７．４ １８９，５６４ ３．７ ２９９，４７８ △７．４ １９９，０６６ △５．９
１０～１２月 １２７，１８６ △０．３ １８８，５７８ △４．６ ２８９，１４０ △２２．８ １９０，０１６ △１３．９

２８年１～３月 ９９，５５５ △１４．３ １７５，１１９ △７．９ ２４６，４８８ △２９．４ １７１，７０７ △１５．７
４～６月 ９３，７２７ △１８．２ １７０，０６７ △９．５ １９４，７１３ △３４．６ １５５，３８３ △１８．８
７～９月 ８７，２４１ △３５．８ １７０，１４４ △１０．２ p２０８，２５２ △３０．５ p１６０，２９４ △１９．５

２７年 ９月 ３９，８５２ △７．６ ６４，１３３ ０．５ ９１，５５２ △１９．７ ６５，３４６ △１１．０
１０月 ４５，４７５ ６．９ ６５，４１３ △２．２ ９１，２０１ △２０．１ ６４，３６５ △１３．４
１１月 ３８，９０１ △３．５ ５９，７８７ △３．４ ９０，９１０ △２７．５ ６３，６６２ △１０．２
１２月 ４２，８１０ △４．２ ６３，３７８ △８．０ １０７，０２９ △２０．７ ６１，９８９ △１８．０

２８年 １月 ３３，３９８ △２３．６ ５３，５１４ △１２．９ ８５，８２７ △３２．９ ５９，９９１ △１７．８
２月 ３０，９７９ △３．７ ５７，０３７ △４．０ ７５，４６４ △２８．６ ５４，６３８ △１４．２
３月 ３５，１７８ △１２．７ ６４，５６８ △６．８ ８５，１９６ △２６．４ ５７，０７７ △１４．９
４月 ３４，０７８ △２０．６ ５８，８９１ △１０．１ ６４，９９２ △３６．５ ５０，６８５ △２３．３
５月 ２８，４８８ △１６．５ ５０，９１８ △１１．３ ７０，６１４ △３０．５ ５１，３４７ △１３．７
６月 ３１，１６２ △１７．２ ６０，２５８ △７．４ ５９，１０７ △３６．９ ５３，３５１ △１８．７
７月 ２８，７４３ △４６．４ ５７，２９２ △１４．０ ６０，１２３ △４４．２ ５２，１８８ △２４．６
８月 ２６，２２５ △３８．１ ５３，１６６ △９．６ r ６９，９９２ △３０．２ r ５３，３９６ △１７．２
９月 ３２，２７３ △１９．０ ５９，６８６ △６．９ p ７８，１３７ △１４．７ p ５４，７１０ △１６．３

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０６ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，２９１ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６８ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６２２ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２７年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８

２７年７～９月 １４７，６７７ ２．５ ６，７４１，０５５ ３．５ ９４，６８８ １．７ ４，５５８，７３９ ３．４
１０～１２月 １４９，１７２ １．０ ６，７５７，７４１ ２．７ ９６，４３８ １．６ ４，６１２，９８５ ３．２

２８年１～３月 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
４～６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ ４，６０７，９９５ ２．４
７～９月 １５１，６８７ ２．７ ７，１４７，８１６ ６．０ ９７，１６３ ２．６ ４，６５９，２３４ ２．２

２７年 ９月 １４７，６７７ ２．５ ６，７４１，０５５ ３．５ ９４，６８８ １．７ ４，５５８，７３９ ３．４
１０月 １４７，６５８ ２．８ ６，７０３，３９１ ４．０ ９５，００６ １．７ ４，５３７，６０９ ３．６
１１月 １４７，６７５ １．１ ６，７７０，４８３ ３．５ ９５，５７３ １．８ ４，５６２，３５８ ３．３
１２月 １４９，１７２ １．０ ６，７５７，７４１ ２．７ ９６，４３８ １．６ ４，６１２，９８５ ３．２

２８年 １月 １４８，０４１ １．６ ６，７４４，０７３ ２．９ ９６，３３３ ２．０ ４，６０１，４１３ ３．５
２月 １４７，６３７ ０．７ ６，８４８，３１７ ３．９ ９６，１９２ １．７ ４，５８８，３７３ ２．９
３月 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
４月 １５１，１９８ ２．５ ７，１１６，９７７ ６．０ ９６，３０１ ２．７ ４，６０３，７５７ ２．９
５月 １５１，９２７ ２．２ ７，１２８，１４５ ５．５ ９６，２５６ ２．５ ４，６００，９７８ ２．７
６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ ４，６０７，９９５ ２．４
７月 １４９，７４８ １．４ ７，０８４，７３４ ５．６ ９６，５７３ ２．３ ４，６１２，５７９ ２．３
８月 １５０，３５４ １．４ ７，０９９，７５０ ５．９ ９６，３６５ １．９ ４，６１３，２５０ ２．２
９月 １５１，６８７ ２．７ ７，１４７，８１６ ６．０ ９７，１６３ ２．６ ４，６５９，２３４ ２．２

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０１６年１２月号
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人に、時代に、敏感です。

http://www.hokuyobank.co.jp/person/deposit/gaika/teiki/pdf/y_ex_t.pdf
http://www.hokuyobank.co.jp/person/deposit/gaika/hamanasu/pdf/y_hamanasu.pdf

各商品（外貨定期預金・ハマナス外貨定期預金）の商品説明書は
右記アドレス（当行HP内）を参照してください。

●外貨預金には、「為替変動リスク」があります。為替相場の変動により、お受け取りの外貨元利金を円換算すると、当初外貨預金作成時の払い
込み円貨額を下回る（円ベースで元本割れとなる）リスクがあります。●お預け入れの際の相場はTTSレートを、お引き出しの際の相場はTTB
レートを適用しますが、この適用相場には「為替手数料」が含まれており、為替相場に変動がない場合でもお受け取りの外貨の円換算額が当初
外貨預金作成時の払い込み円貨額を下回る（円ベースで元本割れとなる）リスク ルド豪1、）円2復往（円1道片りたあルド米1）例（。すまりあが
あたり片道2円（往復4円）、1NZドルあたり片道2円（往復4円）。●外貨定期預金は原則として中途解約ができません。ただし、当行がやむを得ず
中途解約に応じる場合は、中途解約日の当該預入通貨の外貨普通預金の利率を適用します。また、別途費用がかかる場合があります。●外貨預
金は預金保険の対象外です。●外貨預金の同一通貨でのお預け入れ・払い戻し時の手数料について（１）外国通貨（現金）によるお預け入れ・払
い戻しには、1米ドルあたり2円、1ユーロあたり5円、1英ポンドあたり8円、1豪ドルあたり7円70銭の手数料がかかります。他通貨や取り扱い可能な通

りかかが料数手係関金送と）円005,1低最（%02/1の額金金送はにし戻い払のめたの金送国外）２（。いさだくせわ合い問おに口窓、はていつに貨
替り振おのへ金預貨外）４（。すまりかかが料数手の）円005,1低最（%02/1の額金金送、はにれ入け預おるよに）金送向仕被（金送国外）３（。すま

えには、払い戻し・お預け入れ各 1々/20%（最低1,500円）の手数料がかかります。但し、同一名義間のお振り替えの場合はかかりません。●外国通
貨でのお預け入れについては、お取り扱いしていない店舗もあります。詳しくは窓口までお問い合わせください。●手数料に消費税はかかりません。

【ご注意】

■適用金利は初回1ヶ月・3ヶ月に限り満期日まで適用され、満期日以降は店頭金利となります。最新の店頭金利については、当行HPでご
確認ください。■税引後の金利表示は個人のお客さまを対象としています。法人のお客さまにつきましては、総合課税が適用されます。■個人の
お客さまについては、お預け入れ時のみ3千通貨未満の場合30銭、3千通貨以上の場合50銭の為替手数料の優遇があります。■金利環境の変
化等により、適用利率・条件等を変更および中止させていただく場合があります。■外貨預金に関わるリスクや費用等は、それぞれの預金商品に
より異なりますので、詳しくは店頭にご用意している説明書等（契約締結前交付書面等）でご確認ください。

※外貨からのお預け入れは、預入日の1ヶ月以内に他金融機関から振込・送金に
　より新たに当行に入金された外貨建資金を対象とさせていただきます。 

※外貨からのお預け入れ時は、おひとりさま50万通貨を上限とさせていただきます。

米ドル

豪ドル

NZドル

1ヶ月もの
3ヶ月もの
1ヶ月もの
3ヶ月もの

（個人の場合：税引後 年7.968％）
年 10.0％

（個人の場合：税引後 年3.187％）
年 4.0％

（個人の場合：税引後 年1.593％）
年 2.0％

（個人の場合：税引後 年11.952％）
年 15.0％

（個人の場合：税引後 年1.593％）
年 2.0％

（個人の場合：税引後 年6.374％）
年 8.0％

（個人の場合：税引後 年1.992％）
年 2.5％

（個人の場合：税引後 年1.992％）
年 2.5％

外貨からのお預け入れ
適用金利

円貨からのお預け入れ期間通貨

ご不明は点は、当行窓口または国際部へお問い合わせください。
お問い合わせ先
北洋銀行国際部 （銀行窓口営業日  9：00～17：00）TEL：011-261-1328
株式会社北洋銀行　登録金融機関　北海道財務局長（登金）第3号　加入協会：日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会

キャンペーン適用条件等は
店頭チラシや当行HPでご確認ください。
北洋銀行

対象通貨
対象預金
対 象  者
対象資金

　　米ドル　　    豪ドル　　    ニュージーランド（NZ）ドル
外貨定期預金（北洋ハマナス外貨定期預金含む）
個人のお客さま・法人のお客さま
円貨からのお預け入れ・外貨からのお預け入れ

申込金額 1,000通貨単位以上

キャンペーン期間：平成 年 月 日（月）～平成 年 月 日（金）

北洋銀行

キキャャャンンンペペペペペペペペーーーーーーーーーンンンンンンンンンンンンンンンンンンンン期期期期期期期期期期期期期期期期期期期期期期期期期期期期期期期期期期間：：：間間間間：間間間間：間：間：間間間：平平平平平平成平成平成成平成成平平平平平平平平平 年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年 月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月 日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日（（月（（月（（（（（（（（（（月（月月月（（（（（（（（月（（月（月（（（（（（（（（（月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月））））））～～～～～～～～～～～ 成成成成成成成成平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平成成成成成成成成成成成成成成平平平平平平成平成平成平成平成成平成平平平平成平成平平平平成平平平成平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平 年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年 月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月月 日日日日 金）金）（金（金）金）金（金（金

外貨定期預金特別金利
キャンペーン
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この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 
古紙配合率100％紙を使用しています。 

ほくよう
調査レポート

2016

12

No.245

●道内経済の動き

●道内企業の雇用の現状等について

●近年の札幌市中心部における
不動産投資・地価の推移とその背景

●国際ブランド「北海道」の今後の活かし方
～シンガポールの駐在経験から～

●経済コラム 北斗星
反グローバリズム・保護主義の台頭
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